
会派研究研修報告書 

令和８年２月９日 

  常滑市議会議長 殿 

                         新風クラブ  井上恭子 

                       

会派等研究研修・視察調査について次のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 期   日  令和８年２月５日 

  

２ 研 修 名  第 32回（前団体からの継続）院内学習会 

        超加工食品 食の安全の新たな課題 

 

３ 場   所  参議院議員会館 地下Ｂ１０６ 

 

４ 参 加 者  井上恭子 

 

５ 研修の内容   

 １．超加工食品と食品添加物 

中村幹雄 （薬学博士、元鈴鹿医療科学大学薬学部客員教授、元消費者庁食品

表示一元化検討会委員） 

２．人工甘味料が脳の老化を早めるか？ 

   神山美智子（弁護士、食の安全・監視市民委員会顧問） 

 

６ 経   費 

  交通費   名古屋鉄道（大野町～名古屋）        1,380円 

新幹線  （名古屋～東京）     22,200円 

地下鉄  （東京～国会議事堂前）    360円 

  参加費   研究会参加費               1,000円 

合 計     24,940円 

 

 



政務活動報告書 

令和８年２月９日 

 

    超加工食品 食の安全の新たな課題 

                         新風クラブ  井上恭子 

                       

 期   日 令和８年２月５日 

  場   所 参議院議員会館 地下Ｂ１０６ 

 

超加工食品と食の安全に関する講演 

１ 超加工食品に関する海外研究の動向 

1. 脳・認知機能への影響 

ブラジルにおける 18万 8千人・8年間の追跡研究では、人工甘味料の摂取と

認知機能低下の関連が報告されている。若年層ほど依存傾向が高いとの指摘

もある。 

2. 生活習慣病・肥満 

妊娠中の人工甘味料摂取と、出生後の肥満リスク上昇が複数の研究で示唆さ

れている。糖尿病患者は影響を受けやすい可能性がある。 

3. がん等のリスク 

欧州の大規模研究（22万 6千人）では、超加工食品の摂取量とがん発生率の

関連が報告されている（2023年）。飽和脂肪酸の過剰摂取と認知症リスクの関

連も指摘されている。 

2 日本における現状と課題 

1. 大規模調査の不足 

日本では 10万人規模の長期疫学調査が十分に行われておらず、国際的な研究

動向との乖離が生じている。 

2. 食品添加物の管理体制 

日本で認可されている食品添加物は約 13,760種類とされ、国際的に多い。不

純物の検査が十分でない事例が指摘されており、人工甘味料（例：スクラロ

ース）については海外で再評価が進む一方、日本では旧基準が継続してい

る。 

3. 食品表示制度の課題 

「アミノ酸等」「増粘多糖類」など、実際の物質名が分かりにくい表示が多

い。キャリーオーバー制度により、実質的に添加物が含まれていても表示さ

れない場合がある。 

4. 国際的な規制とのギャップ 

欧米では一部の着色料やトランス脂肪酸の規制が進んでいるが、日本では使

用が継続している。 

３ 市民生活への影響 

• インスタント麺、菓子パン、ソーセージ、マーガリン、コンビニ食品など、

日常的に入手しやすい食品の多くが超加工食品に該当する。 

• 味付けが強く、摂取量が増えやすい傾向がある。 



• 一部の輸入原料（例：紅麹色素）に不純物が含まれる可能性が指摘されてい

る。 

４ 常滑に反映できること 

1. 市民への情報提供 

超加工食品の健康影響に関する国際的知見を分かりやすく周知し、学校・保

育施設等での食育を強化する。 

2. 地域レベルでの実態把握 

学校給食・高齢者施設等で使用される食品の調査、市民の食習慣に関するア

ンケートの実施。 

3. 国への提言 

大規模疫学調査の実施、食品添加物の再評価、表示制度の改善、国際基準と

の整合性確保。 

4. 市としての予防的取組 

地元産の未加工食品の利用促進、市民向け講座（食品表示の読み方等）の開

催、子ども・若者の健康支援施策との連携。 

５ 感想 

超加工食品の健康影響は海外で公衆衛生上の重要課題として扱われているが、日本

では調査・制度整備が遅れている。市民の健康を守るため、地方自治体としても情報

提供と予防的取組がもとめられる。市民の健康を守るため、行政・教育機関・医療機

関が連携し、情報提供と予防施策を進めてほしい。 

 


